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１  南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップの位置づけ  

 

図 1 ロードマップの位置づけ  

  

2050年 ゼロカーボンシティの実現

南九州市総合計画（平成30年3月）

南九州市環境基本計画（令和2年3月）

2050年ゼロカーボンシティ宣言（令和4年2月）

2030年 中期目標の達成

国
・第五次環境基本計画（平成30年4月）
・第六次エネルギー基本計画（令和3年10月）
・地球温暖化対策計画（令和3年10月） 等
＜目標＞
①2030年 46%削減（2013年度比）
②2050年 実質ゼロ（脱炭素・ゼロカーボン）

鹿児島県
・鹿児島県環境基本計画（令和3年3月）
・鹿児島県地球温暖化対策実行計画（平成30年3月、改定中）

＜目標＞
①2030年 ２４%削減（2013年度比）（改定中）

南九州市地球温暖化防止実行計画
（区域施策編）

脱炭素社会の実現
に向けた市の全体的な計画

第3次南九州市地球温暖化防止実行計画
（事務事業編）（令和2年3月）

市の事務事業（施設）における
脱炭素化に向けた計画

南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ

【再生可能エネルギー導入に向けた計画】本
計
画

関連計画を踏まえ計画を策定
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２  南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ策定の背景 ・基本的事項  

（１）  南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ策定の背景  

ア  地球温暖化問題と再生可能エネルギー  

 

 

 

図 2 世界平均気温の変化における自然要因・人為要因の推定結果   

出 典 ）「 I P C C  A R 6  W G 1 報 告 書  政 策 決 定 者 向 け 要 約 （ S P M） 暫 定 訳 」（ 気 象 庁 , 2 0 2 2 年 ）  



 

3 

イ  再生可能エネルギーに関する世界の動き  

表 1

中 国
GDP 当 た り CO 2 排出量 を -65％以 上  

（ 2005 年 比）
2060 年 ま でに ネ ット ゼ ロ

ア メ リ カ -50～ -52％（ 2005 年 比 ） 2050 年 ネ ット ゼ ロ

Ｅ Ｕ -55％ 以 上（ 1990 年比 ） 2050 年 ネ ット ゼ ロ

イ ン ド GDP 当 た り排 出 量 を -45％（ 2005 年 比 ） 2070 年 ネ ット ゼ ロ

ロ シ ア 1990 年 排 出量 の 70％ （ -30％） 2060 年 ネ ット ゼ ロ

日 本 -46％ （ 2013 年 度 比） 2050 年 ネ ット ゼ ロ

韓 国 -40％ （ 2018 年 比 ） 2050 年 ネ ット ゼ ロ
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図 3 各国の再生可能エネルギーの発電比率（ 2019年）  
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出 典 ) I E A  M a k e t  R e p o r t  S e r i e s - R e n e w a b l e s  2 0 2 0 (各 国 2 0 1 9 年 時 点 の 発 電 量 ) , I E A デ

ー タ べ － ス ,総 合 エ ネ ル ギ ー 統 計 （ 2 0 1 9 年 度 確 報 値 ） 等 よ り 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 作 成  
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ウ  再生可能エネルギーに関する国内の動き  

図 4

天然ガス, 37.7%

石炭, 28.0%

石油その他, 
14.5%

原子力, 
9.3%

水力, 

7.8%

再エネ（水力

除く）, 2.6%

天然ガス, 37.1%

石炭, 31.9%

石油その他, 

6.6%

原子力, 6.2%

水力, 
7.8%

再エネ（水力

除く）, 10.3%

【 2011 年 度 】  
再 エ ネ 比 率 ： 10.4％  

【 2019 年 度 】  
再 エ ネ 比 率 ： 18.1％  
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図 5
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エ  再生可能エネルギーに関する鹿児島県の動き  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 鹿児島県における再生可能エネルギー導入容量の推移  

（発電のみ）   

1,123

1,441

1,663

1,898

2,071

2,352

2,611
2,701

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 （年度）

バイオマス発電

地熱発電

水力発電

風力発電

太陽光発電 10kW以上

太陽光発電 10kW未満

導
入
容
量
（
千

kW
）

 



 

8 

オ  再生可能エネルギーに関する南九州市の動き  

 

 

 

 

 

 

 

 
図 7 夢・風の里アグリランドえい展望台から見た風力発電機の様子   
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注 ） 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 目 標 の 考 え 方 等 に つ い て は 区 域 施 策 編 に 記 載 し て い ま す 。  

図 8 「南九州市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）」の目標  
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【 差 分 ： 37,813 ト ン CO 2】 

【 目 標 排 出 量 ：  

201,555 ト ン CO 2】 
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３  南九州市の資源賦存量 ,エネルギー需要 ,再生可能エネルギーの状況  

（１）  資源賦存量  

ア  畜産糞尿の賦存量  

 
表 2 南九州市の家畜から生じる糞尿の賦存量  

家 畜 の 種 類  
飼 養  

頭 羽 数  

原 単 位 ：  
kg/頭 (羽 )/日  発 生 量 （ t/年 ）  

糞  尿  糞  尿  合 計  

厩

舎

牛  

乳

用

牛  

搾 乳 牛  982  45.5 13.4 16,309  4,803  21,112  

乾 ・ 未 経

産 牛  
290  29.7 6.1 3,144  646  3,790  

育 成 牛  447  17.9 6.7 2,920  1,093  4,013  

肉

用

牛  

２ 歳 未 満  10,788  17.8 6.5 70,090  25,595  95,685  

２ 歳 以 上  5,385  20.0 6.7 39,311  13,169  52,480  

乳 用 種  151  18.0 7.2 992  397  1,389  

豚  
肥 育 豚  80,721  2.1 3.8 61,873  111,960 173,833  

繁 殖 豚  9,201  3.3 7.0 11,083  23,509  34,592 

鶏  

採

卵

鶏  

雛  378,371  0.059 - 8,148  - 8,148  

成 鶏  2,114,250  0.136 - 104,951  - 104,951  

ブ ロ イ ラ ー  705,018  0.13 - 33,453  - 33,453 

馬  207  23 1,738  1,738  

合 計  535,184 
注 １ ） 飼 養 頭 羽 数 は 令 和 ４ 年 ２ 月 時 点 の 飼 養 頭 羽 数 を 示 し て い ま す 。  

注 ２ ）原 単 位 は「 都 道 府 県・市 町 村 バ イ オ マ ス 活 用 推 進 計 画 作 成 の 手 引 き 」（ 農 林 水 産 省 ,平

成 2 4 年 ９ 月 ） を 参 照 し ま し た 。  

出 典 ）「 畜 産 課 資 料 」  

 

表 3 アンケート結果を踏まえた家畜から生じる糞尿の賦存量  

注 ） 原 単 位 に つ い て ,肉 用 牛 は 表 2 に 示 す 肉 用 牛 の 平 均 値 ,豚 は 表 2 に 示 す 豚 の 平 均 値 ,採 卵

鶏 は 表 2 に 示 す 採 卵 鶏 の 平 均 値 と し ま し た 。   
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イ  木質バイオマスの賦存量  

表 4 木質バイオマスの賦存量  

賦 存 量 (t/年 ) 

木 材  枝 葉  合 計  

57,335 22,934 80,269 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 平 成 2 5 年 度 ～ 令 和 ４ 年 度 鹿 児 島 県 森 林 ・ 林 業 統 計 」（ 鹿 児 島 県 ）  

図 9 南九州市における森林面積の推移  
 

表 5 南九州市における森林面積の推移  
年  森 林 面 積 （ ha）  市 域 面 積 （ ha）  森 林 の 割 合（ ％ ）  

2013 年  17,976 35,785 50.2 

2014 年  18,943 35,785 52.9 

2015 年  18,945 35,785 52.9 

2016 年  18,945 35,791 52.9 

2017 年  18,945 35,791 52.9 

2018 年  18,945 35,791 52.9 

2019 年  18,782 35,791 52.5 

2020 年  18,782 35,791 52.5 

2021 年  18,782 35,791 52.5 

2022 年  18,782 35,791 52.5 
出 典 ）「 平 成 2 5 年 度 ～ 令 和 ４ 年 度 鹿 児 島 県 森 林 ・ 林 業 統 計 」（ 鹿 児 島 県 ）   
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（２）  南九州市のエネルギー需要  

表 6 南九州市のエネルギー需要量

電 気 使 用 量 9,275,986 188,617  MWh/年

熱 需 要 量 942,123,519 58,219,089  GJ/年

注 ） 電 気 使 用 量 は 2 0 2 0 年 度 時 点 ,熱 需 要 量 は 2 0 2 1 年 度 時 点 の 値 で す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

 

（３）  南九州市における再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  

ア  南九州市全域における再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  

表 7 南九州市全域の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

大 区 分  中 区 分  
導 入 ポ テ ンシ ャ ル  

単 位  割 合  
鹿 児 島 県  南 九 州 市  

太 陽 光  

建 物 系  9,296  362  MW 3.9％  

土 地 系  34,128  2,823  MW 8.3％  

合 計  43,424  3,184  MW 7.3％  

風 力  陸 上 風 力  8,630  190  MW 2.2％  

中 小 水 力  

河 川 部  94  12  MW 12.8％  

農 業 用 水 路  ２   ０   MW 0.0％  

合 計  95  12  MW 0.4％  

バ イ オ マ ス  木 質 バ イ オマ ス  ―  ―  MW ―  

地 熱  合 計  631  ０   MW 0.0％  

再 生 可 能 エネ ル ギー  

（ 電 気 ） 合計  
52,781 3,386  MW ―  

注 ） 割 合 は 鹿 児 島 県 の 導 入 ポ テ ン シ ャ ル に 対 す る 南 九 州 市 の 割 合 を 示 し ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）   
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表 8 導入ポテンシャルを踏まえた発電電力量

大 区 分  中 区 分  発 電 電 力 量  単 位  

太 陽 光  

建 物 系  465,232  MWh/年  

土 地 系  3,632,094  MWh/年  

合 計  4,097,326 MWh/年  

風 力  陸 上 風 力  479,954  MWh/年  

中 小 水 力  中 小 水 力  75,929  MWh/年  

地 熱  地 熱  93  MWh/年  

再 生 可 能 エネ ル ギー （ 電 気 ）合 計  4,653,301 MWh/年  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）

図 10 導入ポテンシャルを踏まえた年間発電電力量   
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表 9 図 11

表 9 太陽光発電の導入ポテンシャルを踏まえた発電電力量（内訳）

中 区 分  小 区 分 １  小 区 分 ２  発 電 電 力 量（ MWh/年 ）  

建 物 系  

官 公 庁  官 公 庁  3,609  

病 院  病 院  1,575  

学 校  学 校  6,511  

戸 建 住 宅 等  戸 建 住 宅 等  141,730  

工 場 ・ 倉 庫  工 場 ・ 倉 庫  2,908  

そ の 他 建 物  そ の 他 建 物  308,612  

鉄 道 駅  鉄 道 駅  288  

合 計  465,232 

土 地 系  

最 終 処 分 場  一 般 廃 棄 物  4,698  

耕 地  
田  262,123  

畑  1,942,025  

荒 廃 農 地  
再 生 利 用 可能  109,620  

再 生 利 用 困難  1,313,627  

合 計  3,632,094 

※ 参 考  

再 生 利 用 可能 （ 地上 設 置 型 ）  608,109  

再 生 利 用 可能 （ 農用 地 区 域 は営 農 型 ,

農 用 地 区 域以 外 は地 上 設 置 型）  
341,819  

注 ）「 そ の 他 建 物 」 と は , N T T イ ン フ ラ ネ ッ ト 株 式 会 社 の 「 G E O S P A C E  電 子 地 図 」 に お け る 普

通 建 物 の う ち ,建 物 範 囲 の 面 積 が 1 0 0 m 2 以 上 の 建 物 を 指 し ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

図 11 太陽光導入ポテンシャル内訳
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出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ） よ り 作 成  

 



 

15 

イ  各地域における再生可能エネルギーの導入ポテンシャル  

表 10 地域ごとの太陽光発電の導入ポテンシャルを踏まえた発電電力量

中 区 分  小 区 分  
発 電 電 力 量  

   

建 物 系  

官公庁  1,247  2,104  573  

病院  1,185  244  146  

学校  2,054  2,123  2,334  

戸建住宅等  48,113  46,383  56,923  

集合住宅  ―  ―  ―  

工場 ・倉庫  630  1,753  556  

その他建物  109,117  116,231  103,827  

鉄道駅  ― 57 231 

合 計     

土 地 系  

田  159,008  64,353  49,108  

畑  293,894  829,951  964,601  

た め 池  ―  ―  ―  

合 計     

合 計  

南 九 州 市 （総 計 ）  

注 １ ）「 そ の 他 建 物 」 と は , N T T イ ン フ ラ ネ ッ ト 株 式 会 社 の 「 G E O S P A C E  電 子 地 図 」 に お け る

普 通 建 物 の う ち ,建 物 範 囲 の 面 積 が 1 0 0 m 2 以 上 の 建 物 を 指 し ま す 。  

注 ２ ） 土 地 系 の ポ テ ン シ ャ ル に は ,「 最 終 処 分 場 」「 荒 廃 農 地 」 を 含 み ま せ ん 。  

注 ３ ） デ ー タ 処 理 の 関 係 上 表 7 の 合 計 値 と 合 わ な い 場 合 が あ り ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）
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出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

図 12 太陽光発電の導入ポテンシャルを踏まえた発電電力量（内訳）
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図 13(１ ) 太陽光発電導入ポテンシャル（土地系及び建物系の合計）

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス

テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  
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図 13(２ ) 太陽光発電導入ポテンシャル（土地系）  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス

テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  
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図 13(３ ) 太陽光発電導入ポテンシャル（建物系）

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス

テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  
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表 11 陸上風力発電及び中小水力発電の導入ポテンシャル

注 ） デ ー タ 処 理 の 関 係 上 各 地 域 の 合 計 は ,合 計 （ 南 九 州 市 ） と 異 な り ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

【賦存量 ,導入ポテンシャルについて】 
環 境 省 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に 対 す る ポ テ ン シ ャ ル 調 査 で は ,全 自 然 エ ネ ル

ギ ー ,賦 存 量 ,導 入 ポ テ ン シ ャ ル ,事 業 性 を 考 慮 し た 導 入 ポ テ ン シ ャ ル を 以 下 の

図 の よ う に 定 義 し て い ま す 。  

 

出 典 ）「 令 和 ３ 年 度  再 エ ネ 導 入 ポ テ ン シ ャ ル に 係 る 情 報 活 用 及 び 提 供 方 策 検 討 等 調 査

委 託 業 務 報 告 書 」（ 環 境 省 ,令 和 ４ 年 ３ 月 ）  
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図 14 陸上風力発電導入ポテンシャル

注 ） 図 は ,地 上 高 9 0ｍ に お け る 風 況 の シ ミ

ュ レ ー シ ョ ン 値 を 用 い た 導 入 ポ テ ン シ ャ

ル を 示 し て い ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス

テ ム （ R E P O S）（ 環 境 省 ）  
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図 15 中小水力発電導入ポテンシャル   

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス

テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  
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ウ  電力需要地の状況  

 
表 12 各区分ごとの建物面積  

単 位 ： m 2 

区 分  川 辺 地 域  知 覧 地 域  頴 娃 地 域  合 計  

官 公 庁  17,505 25,659 8,027 51,191 

病 院  16,645 3,424 2,042 22,111 

学 校  29,018 28,469 30,741 88,228 

そ の 他 ビ ル  38,987 37,058 396 76,441 

宿 泊 施 設  375 607 ―  982 

娯 楽 ・ 商 業施 設  44,000 27,288 13,841 85,129 

工 場 ・ 倉 庫  8,398 24,575 7,787 40,760 

そ の 他 建 物  1,409,823 1,422,537 1,332,644 4,165,004 

合 計  1,564,751 1,569,617 1,395,478 4,529,846 

注 ）「 そ の 他 建 物 」 と は , N T T イ ン フ ラ ネ ッ ト 株 式 会 社 の 「 G E O S P A C E  電 子 地 図 」 に お け る 普

通 建 物 の う ち ,建 物 範 囲 の 面 積 が 1 0 0 m 2 以 上 の 建 物 を 指 し ま す 。  

 

 

表 13 各地域における需要地から 50m範囲内の荒廃農地面積  
及び想定される太陽光発電設備容量  

地  域  

需 要 地 か ら 50m

範 囲 内 の 荒廃 農

地 面 積 （ m 2）  

設 置 可 能 面積

算 定 係 数  

設 置 密 度  

（ kW/m 2）  

太 陽 光 発 電設

備 容 量  

（ kW）  

川 辺 地 域  667,441 1.000 0.111 74,086 

知 覧 地 域  582,076 1.000 0.111 64,610 

頴 娃 地 域  414,573 1.000 0.111 46,018 

合 計  1,664,090 ―  ―  184,714 

注 １ ） 地 籍 の 情 報 と 結 合 し た 荒 廃 農 地 を 対 象 と し て い ま す 。  

注 ２ ）「 設 置 可 能 面 積 算 定 係 数 」 及 び 「 設 置 密 度 」 は 「 令 和 ３ 年 度  再 エ ネ 導 入 ポ テ ン シ ャ

ル に 係 る 情 報 活 用 及 び 提 供 方 策 検 討 等 調 査 委 託 業 務 報 告 書 」（ 環 境 省 ,令 和 ４ 年 ３ 月 ）を 参 照

し ま し た 。   



 

24 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 荒廃農地と需要地の分布図  

(c)  NTT In f raNet  
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（４）  南九州市における再生可能エネルギーの導入実績  

 
表 14 南九州市における再生可能エネルギーの導入実績  

大 区 分  中 区 分  導 入 実 績 量  単 位  割 合   

太 陽 光 発 電  

10kW 未 満  6.766  MW 3.3％  

10kW 以 上  179.907  MW 87.7％  

合 計  186.673  MW 91.0％  

風 力 発 電  18.010  MW 8.8％  

中 小 水 力 発電  0.375  MW 0.2％  

バ イ オ マ ス発 電  0  MW 0.0％  

地 熱 発 電  0  MW 0.0％  

合 計  
205.058  MW ―  

287,191  MWh/年  ―  

注 ） 導 入 実 績 は , F I T 制 度 に 認 定 さ れ た 設 備 （ 2 0 2 0 年 度 時 点 ） を 対 象 と し て い ま す 。  

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ） よ り 作 成
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図 17(１ ) FIT認定された施設の位置図 (太陽光発電 ) 

注 ） F I T 認 定 設 備 は , 2 0 2 2 年 9 月 3 0 日 時 点

の 情 報 で あ り ,計 画 中 の 施 設 と 導 入 済

み の 施 設 を 示 し ま す 。  

出 典 ）「 環 境 ア セ ス メ ン ト デ ー タ ベ ー ス

（ E A D A S）」（ 環 境 省 ）  
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図 17(２ ) FIT認定された施設の位置図 (陸上風力発電 ) 

注 1） 図 は ,地 上 高 9 0ｍ に お け る 風 況 の シ ミ ュ レ ー シ ョ
ン 値 を 用 い た 導 入 ポ テ ン シ ャ ル を 示 し て い ま す 。  
注 2） F I T 認 定 設 備 は , 2 0 2 2 年 9 月 3 0 日 時 点 の 情 報 で
あ り ,計 画 中 の 施 設 と 導 入 済 み の 施 設 を 示 し ま す 。  
出 典 ）「 環 境 ア セ ス メ ン ト デ ー タ ベ ー ス（ E A D A S）」（ 環 境
省 ）  
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（５）  南九州市における再生可能エネルギーの導入予測  

  

図 18 再生可能エネルギーの導入状況と将来予測  

 

【 将 来 予 測 の 考 え 方 】  

2 0 3 0 年 及 び 2 0 5 0 年 の 設 備 容 量 を 推 計 す る に あ た り ,ま ず 「 平 成 2 6 年 度 2 0 5 0 年 再

生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 分 散 型 エ ネ ル ギ ー 普 及 可 能 性 検 証 検 討 委 託 業 務 報 告 書 」（ 環 境 省 ）

に 示 さ れ る 2 0 2 0 年 , 2030 年 及 び 2 0 5 0 年 の 中 位 ケ ー ス（ 将 来 の 低 炭 素 社 会 の 構 築 等 を

見 据 え ,合 理 的 な 誘 導 策 や 義 務 づ け 等 を 行 う こ と に よ り 重 要 な 低 炭 素 技 術・製 品 等 の

導 入 を 促 進 す る こ と を 想 定 し た ケ ー ス ） の 設 備 容 量 を 用 い て , 2020 年 を 基 準 と し た

2 0 3 0 年 及 び 2050 年 の 各 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 増 加 割 合 を 算 出 し ま し た 。  

次 に , 2 0 2 0 年 に お い て 既 に 導 入 さ れ て い る 太 陽 光 発 電 （ 1 0 k W 未 満 ） ,太 陽 光 発 電

（ 1 0 k W 以 上 ）及 び 風 力 発 電 の 設 備 容 量 に , 2 0 3 0 年 及 び 2050 年 の 増 加 割 合 を 乗 じ る こ

と で ,各 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に お け る 2 0 3 0 年 及 び 2 0 5 0 年 の 設 備 容 量 を 推 計 し ま し

た 。  

な お ,「 平 成 2 6 年 度 2 0 5 0 年 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 等 分 散 型 エ ネ ル ギ ー 普 及 可 能 性 検

証 検 討 委 託 業 務 報 告 書 」 に 示 さ れ る 太 陽 光 発 電 （ 戸 建 住 宅 ） を 太 陽 光 発 電 （ 1 0 k W 未

満 ） に ,太 陽 光 発 電 （ 非 住 宅 等 ） を 太 陽 光 発 電 （ 1 0 k W 以 上 ） に 当 て は め ま し た 。   
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４  南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ策定に向けた意見交換会  

表 15 意見交換会の概要  

日 時 ・ 会 場  意 見 交 換 会の 様 子  

川 辺 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 30 日 （月 ）  

９ 時 30 分～ 11 時 30 分  

【 会 場 】 川辺 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 17 名  

頴 娃 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 30 日 （月 ）  

13 時 30 分～ 15 時 30 分  

【 会 場 】 頴娃 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 15 名  

知 覧 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 31 日 （火 ）  

９ 時 30 分～ 11 時 30 分  

【 会 場 】 知覧 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 22 名  

【 参 加 人 数合 計 】 44 名  

意 見 交 換 会の 内 容  

◆ 前 半  

【 講 演 】 地球温暖化や再生可能エネルギーについて  

【 意 見 交 換会 】 １） 身 近 に 感じ る 温暖 化 の 影 響に つ いて  

２ ） 再 生 可能 エ ネル ギ ー に 対す る 印象 等  

◆ 後 半  

【 講 演 】 脱炭 素 に向 け た 取 り組 み ,南九 州 市 に おけ る 今後 の 取 り 組み  

【 意 見 交 換会 】 １） 南 九 州 市に お ける 今 後 の 取り 組 みに つ い て  

２ ） そ の 他自 由 討論  
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表 16 意見交換会での意見の概要  

会場  意見内容  

川
辺
地
域 

・公民館等の公共施設にも太陽光発電設備を設置してほしい。蓄電

池は今後重要になってくるので ,こちらも含めてお願いしたい。  

・我が家には ,屋根置きの太陽光発電設備を設置しており ,設置し

てから既に 10 年を過ぎている。買取価格が本当に安くなった。

一方で ,蓄電池を設置しようとすると高い。少しでも蓄電池の購入に

際して補助金があると助かる。エアコン等を使うのは ,発電をしな

い夜が多いので ,蓄電池があれば良いと思う。  

頴
娃
地
域 

・蓄電池の購入に対する費用補助はないか。一般家庭にとって重

要になっている。  

・ 市 の 方 で も 皆 さ ん に 集 ま っ て も ら っ て ,太陽光発電に関する勉

強会をしてほしい。これから設置するにあたり ,どういう費用が発

生するのか等わからないことが多い。そのあたりがわかればつけ

ようという機運が上がると思う。  

・太陽光パネルの寿命は 20 年くらいだろうか。発電しなくなれば

廃棄物となり ,最 近 の 建 設 状 況 を み る と ,莫大な量の廃棄物になる

と思うが ,心配はないのか。（処理に多くのエネルギーを使うことに

なると）カーボンニュートラルに逆行するのではないか。  

知
覧
地
域 

・南九州市の独自の取組をしてほしい。畜産が盛んで あ るため ,糞

尿を使用し たバイ オマスだけ でなく ,藻類を使 用した 油の精製な

ども考えられる。お茶畑は 3,000ha 以上あるが ,栽培時に出る一

酸化窒素対策に重点的に取り組むことも考えられる。  

・地球温暖 化の実 感として ,今まで にない病気 が発生 している。

感覚ではあるが ,農薬の濃度が濃くなったように感じる。  
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アンケート結果の概要は表 17 及び図 19 に示すとおりです。導入を

優先すべき建物としては ,「公共施設」及び「工場・事業所」が多く

なりました。また ,再生可能エネルギー設備を導入しているもしくは ,

検討している方の回答結果としては「屋根置き太陽光」や「未利用地

での太陽光発電」を検討しているという回答が多くなりました。  

 

表 17（１）  意見交換会アンケート結果  
 ① 地 球 温 暖 化 に つ い て 興 味 が あ り ま す か  

あ る  な い  わ か ら な い  

川 辺  16 ０  ０  

知 覧  18 ０  １  

頴 娃  15 ０  ０  

合 計  49 ０  １  

 ② 将 来 的 に 対 策 が 必 要 だ と 思 い ま す か 。  

必 要  必 要 な い  わ か ら な い  

川 辺  17 ０  ０  

知 覧  19 ０  １  

頴 娃  15 ０  ０  

合 計  51 ０  １  

 ③ 対 策 を 優 先 す べ き と 思 う 建 物 は 何 で す か  

公 共 施 設  工 場 ・ 事 業 所 等  ビ ル ,集 合 住 宅  戸 建 て 住 宅  

川 辺  15 ４  １  ３  

知 覧  13 10 ２  ３  

頴 娃  13 ９  ３  ４  

合 計  41 23 ６  10 

 ④ 対 策 と し て 太 陽 光 発 電 を 設 置 す る 場 合 に ,最 も 効 果 的 と 思 わ れ る 建 物 は  

公 共 施 設  工 場 ・ 事 業 所 等  ビ ル ,集 合 住 宅  戸 建 て 住 宅  

川 辺  10 ４  ０  ４  

知 覧  ９  ９  ０  ４  

頴 娃  ８  ４  １  ７  

合 計  27 17 ２  15 

 ⑤ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に つ い て ,興 味 が あ り ま す か  

あ る  な い  わ か ら な い  

川 辺  16 ０  １  

知 覧  19 ０  １  

頴 娃  15 ０  ０  

合 計  50 ０  ２  

 ⑥ 現 在 ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 施 設 を 設 置 さ れ て い ま す か 。  

自 宅 に あ る  会 社 に あ る  農 地 に あ る  な い  

川 辺  ３  ２  ０  13 

知 覧  ７  ２  １  13 

頴 娃  ２  ０  １  12 

合 計  12 ４  ２  38 
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表 17（２）  意見交換会アンケート結果  

 ⑦ 将 来 的 に 自 宅 ,会 社 ,農 地 ,空 き 地 等 へ の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 施 設 の 設 置

に つ い て  

現 在 検 討 中  今 後 検 討 し た い  検 討 し な い  わ か ら な い  

川 辺  ０  ７  ２  ７  

知 覧  １  10 ２  ５  

頴 娃  １  ６  ３  ５  

合 計  ２  23 ７  17 

 ⑧  ⑥ で 「 あ る 」 ,⑦ で 「 現 在 検 討 中 」「 今 後 検 討 し た い 」 と お 答 え の 方 に

つ い て ,ど の よ う な 施 設 を お 考 え で す か  

屋 根 置 き 太

陽 光 発 電  

営 農 型 太

陽 光 発 電  

空 き 地 等 ,未 利

用 地 で の 太 陽 光

発 電  

畜 産 糞 尿 を

利 用 し た 発

電  

木 材 等 を  

利 用 し た 発

電  

風 力 発 電  

川 辺  ４  ０  １  ０  ０  ２  

知 覧  11 ０  ３  ０  ０  ０  

頴 娃  ４  １  ２  ０  ０  １  

合 計  19 １  ６  ０  ０  ３  

 ⑨ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 設 置 に あ た っ て ,要 望 等 が あ れ ば お 答 え く だ さ い  

補 助 金 等 に よ る 支 援  技 術 的 な 支 援  相 談 窓 口 の 設 置  そ の 他  

川 辺  14 １  ５  ０  

知 覧  10 ２  ７  １  

頴 娃  ８  ３  ４  １  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 アンケート結果概要  

③ 対 策 を 優 先 す べ き と 思 う 建 物 は  ⑧  ⑥ で「 あ る 」,⑦ で「 現 在 検 討 中 」
「 今 後 検 討 し た い 」 と お 答 え の 方
に つ い て ,ど の よ う な 施 設 を お 考
え で す か  

公共施設

51%

工場・事業所等

29%

戸建て住宅

13%

ビル,集合住宅

8%

屋根置き太陽光発電

66%

未利用地

での太陽

光発電

21%

風力発電

10%

営農型太陽光発電

3%
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５  計画の基本方針  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 20 2050年へ向けた再生可能エネルギー導入の基本方針   

2024 年  
 
 

2050 年  
 

2030 年  
 
 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更 なる再 エネ導 入 と次 世 代 技

術の社会実装に向けた検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1)自家消費型の再生可能 エネル

ギー等を幅広く導入  

2 ）再 生 可 能 エネルギーの地 産 地

消に向けた取り組みの推進  

3)次 世 代 技 術 の情 報 収 集 等 に

よるフェーズ②に向 けた取 り組 み

の検討  

【主 な方向性 】  

1 ）自 家 消 費型 再生可能 エネルギ

ーの継続的な活用  

2)系統の空き容量等を踏まえた ,

規 模 の大 きい発 電 所 の導 入 等 に

対する検討  

3)次 世 代 技 術 の社 会 実 装 に向

けた検討  

【主 な方向性 】  

1 ）2040 年までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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６  計画の目標  

表 18（１）  再生可能エネルギー導入ロードマップ  

施策  2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 目標  

１）屋根置き

太陽光発電

の導入促進  

（公共施設 ,

住宅 ,事業

所 ,農業関連

施設等 ） 

       【CO2 削減量 】  

3,614 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

10,993kW 

２）荒廃農地

等を活用した

太陽光発電

の導入促進  

       【CO2 削減量 】  

1 ,832 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

5,541kW 

注 ）ペ ロ ブ ス カ イ ト：ゆ が み に 強 く 軽 量 化 が 可 能 な 太 陽 電 池 で ,開 発 が 進 む こ と で 耐 荷 重 の 大 き く な い 建 物 の 屋 根 等 こ れ ま で 太 陽 電 池 が 設

置 で き な か っ た 場 所 に 太 陽 電 池 が 設 置 で き る よ う に な る 可 能 性 が あ り ま す 。   

公共施設への太陽光発電導入に向けた調査の実施  

調査結果を踏まえた太陽光発電 ,蓄電池の導入  

国 の 補 助 金 活 用 や 広 報 誌 等 に よ る 情 報 発 信 ,設 備 導 入 に 向 け た 支 援 検 討 ・ 実 施  

荒廃農地 ,自営線の活用による太陽光発電の導入  

国の補助金の活用等による自営線整備等に対する支援検討・実施  

ゾーニングの実施  
系統の空き状況等を踏まえた  

荒廃農地の活用による太陽光発電の導入検討  

フェーズ②に向けた取組等の検討  
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表 18（２）  再生可能エネルギー導入ロードマップ  

施策  2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 目標  

３）営農型太

陽光発電の導

入検討  

       【CO2 削減量 】  

―  

 

【再エネ導入量 】  

―  

４）電気自動

車への切り替

え促進  

       【CO2 削減量 】  

356 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

―  

５）畜産糞尿

の活用による

バイオマス発

電の導入検討  

       【CO2 削減量 】  

302 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

173kW 

６）木質バイオ

マス利用の推

進  

       【CO2 削減量 】  

―  

 

【再エネ導入量 】  

―  

農作物への影響（品質や収量等）に関する情報収集  

発電した電力の消費方法や費用対効果の検討  

国の補助金活用等による導入支援の検討・実施  

公用車の電気自動車への切り替え  

充電スタンドの整備  

国の補助金活用等による導入支援の検討・実施  

国の補助金活用等による導入可能性調査 ,導入支援の検討・実施  

施設導入  

フェーズ②に向けた展開方法等の検討  

林道整備や林業の機械化の推進等に資する設備の導入検討  

フェーズ②に向けた実施方針等の検討  

国の補助金活用等による設備導入の検討・実施  

ゾーニングの実施  

フェーズ②に向けた取組等の検討  
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表 18（３）  再生可能エネルギー導入ロードマップ  

施策  2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 目標  

７）電力小売

り事業等によ

る電力の脱炭

素化に向けた

取り組み 

       【CO2 削減量 】  

7,378 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

1 ,015kW 

８）地域と共

存可能な電源

の開発に向け

た検討  

       【CO2 削減量 】  

―  

 

【再エネ導入量 】  

―  

 
表 19 ロードマップの取り組みにおける再生可能エネルギーの導入量と二酸化炭素削減量  

CO2 削減量

  

本 ロ ー ド マ ッ プ で 掲 げ る 再 エ ネ 導 入 量 及 び CO 2 削 減 量 は ど の く ら い の 規 模 な の で し ょ う か 。仮 に ,空 地 に 設 置 す る 太 陽

光 発 電 を 想 定 す る と ,以 下 に 示 す 広 さ の 土 地 が 必 要 と な り ま す 。  

【 再 エ ネ 導 入 量 （ 17,721kW）】  

17,721kW の 太 陽 光 発 電 を 導 入 す る 場 合 の 必 要 な 土 地 の 面 積 ： 約 159,489m 3（ 知 覧 平 和 公 園 サ ッ カ ー 場 約 16 面 分 ）  

【 二 酸 化 炭 素 削 減 量 （ 13,481 ト ン CO 2）】  

必 要 な 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 ： 約 41,000kW,必 要 な 土 地 の 面 積 ： 約 369,000m 3（ 知 覧 平 和 公 園 サ ッ カ ー 場 約 38 面 分 ）  

二酸化炭素削減量 ,再エネ導入量について  

公共施設や住宅 ,企業等における CO 2 フリープランへの切り替え促進  

卒 FIT 電源の活用に向けた取り組みの検討  

アグリゲーターによる電力の効率的な活用に向けた検討  

ゾーニング結果を踏まえた再生可能エネルギー事業の推進検討  

広報誌等による取り組みの普及啓発  

ゾーニングの実施  

区域施策編へのゾーニング結果の反映  
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図 21 温室効果ガス排出量削減目標とロードマップにおける取組による削減量との関係性  
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225,480 
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排
出
量
の
４
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％ 

目 標 排 出 量  

2 0 1 , 5 5 5 ト ン - C O 2 

施 策 で の  

目 標 削 減 量  

2 3 , 9 2 5 ト ン - C O 2 

目 標 排 出 量  

2 0 1 , 5 5 5 ト ン - C O 2 

再 エ ネ 導 入 等  

に よ る 削 減 量  

1 3 , 4 8 1 ト ン - C O 2 

省 エ ネ 等  

に よ る 削 減 量  

1 1 , 2 7 9 ト ン - C O 2 

実 際 の 排 出 量  対 策 を 実 施 し な い ケ ー ス  目 標 の 排 出 量  

注 ） 温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 目 標 の 考 え 方 等 に つ い て は 区 域 施 策 編 を ご 覧 く だ さ い 。  

 

 

2030 

目 標 削 減 量  

1 7 1 , 6 9 5 ト ン - C O 2 
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７  再生可能エネルギー導入に向けた取り組み  

 

太陽光発電  1）屋根置き太陽光発電の導入促進（公共施設 ,住宅 ,事業所 ,農業関連施設等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

2050 年  
 

2030 年  
導入目標 ：10,993kW 

 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1)PPA・リース事業を活用した公

共 施 設 ,住 宅 ,事 業 所 ,農 業 関 連

施設等への導入促進  

2)その他の公共施設等への導入

可能性調査の実施 ,設備の導入  

3)事業所や住宅への導入補助の

検討  

4)ペロブスカイト等次世代技術の

情報収集 ,取り組み方針検討  

【主 な方向性 】  

1 ）フェーズ①において未導入 とな

っている公共施設への導入検討  

2）フェーズ①において導入 した発

電所設備の維持 ・更新 ・撤 去につ

いて ,方向性等を検討  

3 ）住 宅 ,事 業 所 ,農 業 関 連 施 設

等での卒 FIT 電源の活用検討  

4 ）ペロブスカイト等 次 世 代 技 術

の社会実装  

【主 な方向性 】  

1 ）2040 年までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 20 屋根置き太陽光発電の導入促進におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

3,614 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

10,993kW  

１） PPA・リース事業を活用し ,公共施設 （市内中学校や知覧地域に位置する 11 の公共施設 ）

での太陽光発電設備設置や太陽光発電による電力供給を検討します。本取り組みはホームペ

ージ等で公表することで ,市民・企業の皆様が事業を検討する際の参考情報として活用しま

す。  

２）公共施設への太陽光発電導入は ,施設の改修時に行うことで費用を抑えることができま

す。そ のため ,知 覧地域 で導入 を進 める施 設以外 の公 共施設 につい ては ,導入可能性調査を

行 い ,施 設 の 改 修 の タ イ ミ ン グ 等 を 考 慮 し た 上 で ,フ ェ ー ズ ① ,フ ェ ー ズ ② で の 導 入 を 計 画

します。  

３）上記の取り組みと並行して ,国の補助金活用や事業検討に資する情報等を発信し ,市民・

企業の皆様の導入を支援します。  

４）ペロブスカイト等の次世代技術の情報収集を行うとともに ,フェーズ①の結果を踏まえ

フェーズ②に向けた取り組みを検討します。  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

公共施設（中学校 ,11 の公共施設） ,住宅 ,事業所 ,農業関連施設への太陽光発電 ,蓄電地の導入  

公共施設への太陽光発電導入に向けた調査の実施  

調査結果を踏まえた太陽光発電 ,蓄電池の導入  

国の補助金活用や広報誌等による情報発信 ,設備導入に向けた支援検討・実施  

フェーズ②の取組等検討  

ペロブスカイト等次世代技術の情報収集  
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【太陽光発電の事業実施形態について】  

 近年では太陽光発電を導入するにあたり ,会社や個人で太陽光発電を購入 し ,維持・管理していく方法だけ

ではなく ,PPA モデルやリースモデルと呼ばれる方法があります。会社や個人で購入する方法 ,PPA モデル ,リー

スモデルそれぞれにメリット・デメリットがありますが ,太陽光発電を設置する方法の選択肢が広がっていま

す。それぞれのメリット・デメリットについては出典の環境省 作成資料のほか ,区域施策編にも掲載していま

すのでご覧ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 初 期 投 資 ０ で の 自 家 消 費 型 太 陽 光 発 電 設 備 の 導 入 に つ い て 」（ 環 境 省 ）  

【太陽光発電の国内導入量とシステム価格の推移について】 

注 ） シ ス テ ム 価 格 は 住 宅 用 （ 1 0 k W 未 満 ） の 平 均 値 を 示 し て い ま す 。  

出 典 ）「 エ ネ ル ギ ー 白 書 2 0 2 2」（ 経 済 産 業 省 ）  

太 陽 光 発 電 の 導 入 量 は ,2020 年 度 末 累 積 で

6,476 万 kW に達し ,特に 2010 年以降の導入量が

多くなっています。また ,住宅用太陽光のシステム価

格は減少傾向にあり ,1993 年と 2020 年を比較すると

10 分の１以下にまで減少しています。将来的にもコ

ス ト は 減 少 す る と 考 え ら れ て お り ,資 源 エ ネ ル ギ ー

庁によると ,2025 年時点で 16.9 万円 /kW,2030

年時点で 11.1 万円 /kW まで減少すると見込まれて

います。  
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【太陽光発電の発電量とご家庭の電気使用量を比較してみませんか？】  

 太陽光発電の年間の発電量を試算する場合 ,以下の式で計算できます。  

 

 年間発電電力量（ kWh/年）＝  定格出力（ kW）×設備利用率（％）×24（時間 /日）×365（日 /年）  

 

 ここでは ,仮に定格出力を５ kW,設備利用率を 13.7％とすると ,年間発電電力量（ kWh/年）は  

 

 ５（ kW）×13.7（％）×24（時間 /日）×365（日 /年）＝約 6,000kWh…①  

 

 となります。ただし ,太陽光発電は天候やパネルを設置する向き ,角度 ,地域等の条件によって異なります

ので ,この計算結果はあくまでも概算となります。  

 

 この約 6,000kWh という電力量はどのくらいなのでしょうか？環境省によると ,平成 31 年度の １世帯当たり

の年間の消費電力量は 4,047kWh であることから ,6,000kWh は少し多い計算となります。余った電気は売電

や ,蓄電し夜間に使用する等の活用が考えられます。もし皆様のご家庭の年間の消費電力量が分かれば ,数字を

比較してみてください。また ,①の計算式の５（ kW）を例えば４ (kW)に変えれば ,４ kW の太陽光発電の年間の

発電量が計算できます。  

注 1） 設 備 利 用 率 の 1 3 . 7％ は ,環 境 省 の 自 治 体 排 出 量 カ ル テ に 基 づ き ,「 平 成 2 9 年 度 以 降 の 調 達 価 格 等 に 関 す る 意 見 」（ 経 済 産 業 省 ,平

成 2 8 年 1 2 月 ） を 参 照 し ま し た 。  

注 2） 太 陽 光 発 電 設 備 だ け で は 蓄 電 は で き ま せ ん 。 夜 間 等 発 電 し な い 時 に 電 気 を 利 用 す る に は 蓄 電 池 が 必 要 と な り ま す 。  

注 3） 上 記 は あ く ま で も 概 算 に な り ま す の で ,詳 し い 検 討 は 専 門 の 業 者 等 へ ご 相 談 く だ さ い 。  
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太陽光発電  2）荒廃農地等を活用した太陽光発電の導入促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  2050 年  
2030 年  

目標 ：5,541kW 導入  
 

 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1)需 要 地 に近 い荒 廃 農 地 等 未

利用地の活用検討  

2)自 営線 ,PPA ・リース事 業 を活

用 した需 要 地 への太 陽 光 発 電 に

よる電力供給の検討  

【主 な方向性 】  

1)系統の空き状況等を踏まえた ,

需 要地から離 れた荒廃 農地等 未

利用地の太陽光発電導入に向け

た検討  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 21 荒廃農地等を活用した太陽光発電導入促進におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

1,832 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

5,541kW  

１）令和４年度の荒廃農地データを基に ,電力の需要地から 50m 範囲内の荒廃農地の面積か

ら 太 陽 光 発 電 の 設 備 容 量 を 試 算 す る と , 川 辺 地 域 で 約 74,086kW, 知 覧 地 域 で 約

64,610kW,頴娃地域で約 46,018kW の太陽光発電導入のポテンシャルがあると 計算され

ます（詳しくは区域施策編をご覧ください）。  

 屋 根 置き 太 陽 光発 電 と 並行 し て ,荒廃農地を活用した太陽光発電の導入や自営線の活用に

ついて検討を進め ,電力の地産地消を推進します。  
 

２）自営線の整備には費用が必要となり事業性にも影響します。国の補助金の活用等による

支援方法について検討します。  
 

３）一定規模の荒廃農地において容量の大きい太陽光発電を導入する場合は ,系統の空き状

況や景観等環境への影響を踏まえ検討する必要があります。  

 今後 ,国の系統に対する制度の見直し等について情報収集を進めるとともに ,ゾーニングに

よる環境への配慮等について検討を進め ,フェーズ②での荒廃農地等未利用地の活用による太陽

光発電導入に向けて検討します。  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

荒廃農地 ,自営線の活用による太陽光発電導入検討  

国の補助金の活用等による自営線整備等に対する支援方法の検討・実施  

ゾーニングの実施  

系統の空き状況等を踏まえた荒廃農地の活用による太陽光発電の導入検討  
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太陽光発電  3）営農型太陽光発電の導入検討  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

2050 年  

2030 年  
 
 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1)情 報収 集等 による農 作物 への

影響を考慮した導入の検討  

2)発電した電力の活用方法等費

用対効果に対する検討  

2)無色透明の発電ガラス等次世

代技術の情報収集  

【主 な方向性 】  

1)次世代技術や他事例での農作

物への影響検討 結果を踏まえた ,

営農型太陽光導入に向けた検討  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 22 営農型太陽光発電の導入検討におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

―  

 

【再エネ導入量 】  

―  

１）南九州市は農業が盛んですが ,営農型太陽光発電を実施する場合には農作物への影響や

発電した電力の活用方法等の検討が必要です。  

 今後 ,市内で実施されている事業や国や県等が行う事例等について情報を収集し ,農作物への

影響等を把握しながら ,営農型太陽光発電事業について検討します。  

 

２）南 九州市 の特 徴的な 景観と して ,広大 な茶畑 が挙 げられ ますが ,営 農型太 陽光発 電を 行

う場合には景観にも留意する必要があります。今後 ,ゾーニングの実施や近年開発されている

可視光を透過する無色透明の太陽光発電等の次世代技術についての情報収集等 を行 い景 観 へ

の影響について検討します。  

 

３ )上記取り組みを通じ ,フェーズ②における取組を検討します。  

 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

農作物への影響（品質や収量等）に関する情報収集  

ゾーニングの実施  

国の補助金の活用等による導入支援の検討・実施  

発電した電力の消費方法や費用対効果の検討  

フェーズ②に向けた取組等の検討  
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【営農型太陽光発電について】  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 農 型 太 陽 光 発 電 と は ,ソ ー ラ ー シ ェ ア リ ン グ と も 呼 ば れ ,農 地 に 支 柱 を 立 て て 上 部 空 間 に 太 陽 光 発 電設

備を設置し ,太陽光を農業生産と発電とで共有する取り組みです。  

令和２年３月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」では ,「 農村の所得向上・地域内の循環を図る

た め ,地 域 資 源 を 活 用 し た バ イ オ マ ス 発 電 ,小 水 力 発 電 ,営 農 型 太 陽 光 発 電 等 の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 ,

地域が主体となった地域新電力の立ち上げ等による再生可能エネルギーの活用を促進する」と記載されてい

ます。  

具体的な営農型太陽光発電の事例について ,「営農型太陽光発電について」（農林水産省 ,令和４年 11 月）

から一例掲載します。当該資料には ,営農型太陽光発電の説明や他事例等詳しく掲載されていますので ,あわ

せてご覧ください。  

 

出 典 ）「 営 農 型 太 陽 光 発 電 に つ い て 」（ 農 林 水 産 省 ,令 和 ４ 年 1 1 月 ）  
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近年景観を損なわず発電する無色透明の発電ガラスが研究 ,開発されています。 光には ,目に見える光（ 可

視光と呼ばれ ,おおよそ下限 360nm～ 400nm から上限 760nm～ 830nm の範囲の光）と ,目に見えない光（紫外線

や赤外線）が含まれています。この無色透明な発電ガラスは ,可視光を通し ,主に目に見えない赤外線や紫外

線を吸収し ,発電します。  

以下 の図は植物の光反応の様子を 示しており ,主に 400～ 800nm の光 が光合成 等に利用されています。今

後 ,技術開発により ,太陽光パネルと植物の光のすみわけが可能となるかもしれません が ,南九州市では次世

代技術等の情報収集も含め ,営農型太陽光発電の導入に向けた検討を行います。  

 

図  植物の光反応の作用スペクトル         図  クロロフィルの吸収スペクトル  

 

出 典 ）「 第 2 章  豊 か な 暮 ら し に 寄 与 す る 光  2  光 と 植 物 -植 物 工 場 」（ 文 部 科 学 省 ）  

【無色透明の発電ガラスについて】 
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電気自動車  4)電気自動車への切り替え促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

 

2050 年  
 

2030 年  2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1 ）公 用 車 や一 般 車 両 の電 気 自

動車への切り替え等の促進  

2)国の補助金の活用等による導

入に向けた支援の検討  

3)公 共 施 設 等 への充 電 設 備 の

設置 による電気自動車の利便性

向上に向けた検討  

4)自 家 消 費 型 太 陽 光 発 電 から

の充 電 による電 力 の地 産 地 消 に

向けた検討  

【主 な方向性 】  

１）継 続的 な電気自動車 への切 り

替えの促進  

2)燃料電池等の実用に向けた検

討  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 23 電気自動車への切り替え促進におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

356 トン CO2  
 

【再エネ導入量 】  

―  

１ ）公用車の電気自動車への切り替えを 進 め る とと もに ,地 域 の 自動 車に お い て も 電気 自動

車への切り替えや新車購入時の電気自動車の選択を促し ,温室効果ガス排出量の削減や蓄電

池としての活用による防災機能の向上を図ります。  

 

２ )公共施設への充電スタンドの整備等 ,電 気自動 車 の利便性 を向上 さ せる取り 組みを 検 討し

ます。  

 

３ )自家消費型の太陽光発電と合わせて検討す る こ と で ,電力の地産地消を 実 現 し走行時の

CO2 排出量ゼロとなるゼロカーボン・ドライブを推進します。   

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

公用車の切り替え  

充電スタンドの整備  

国の補助金の活用等による導入支援の検討・実施  
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バイオマス 5）畜産糞尿の活用によるバイオマス発電の導入検討  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

 

2050 年  
2030 年  

導入目標 ：173kW 
 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1 ）2022 年 度 に実 施 したアンケ

ート結 果 を踏 まえた ,畜 産 糞 尿 を

活用したバイオマス発電の検討  

2）導入補助の検討  

3)フェーズ②へ向けた ,フェーズ①

の結 果 の整 理 と ,フェーズ②での

実施方針等の検討  

【主 な方向性 】  

１）フェーズ①の検討結果を踏まえ

た ,フェーズ①で未活用となってい

る畜産糞尿の活用の検討  

2 ）フェーズ①で導 入 した設 備 等

の活用状況等の整理 ,情報発信  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 24 畜産糞尿の活用によるバイオマス発電導入検討におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導入を見据えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

302 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

173kW  

１）南 九州市 内の 畜産糞 尿はす でに 堆肥化 等され 再利 用され ている もの もあり ますが ,2022

年度に実施したアンケート結果を踏まえ計算したところ ,年間で 113,668t の糞尿がバイオマ

ス発電に利用できる可能性があります。  

 

２）今後国の補助金の活用等も検討し ,導入可能性調査も含めた ,畜産糞尿のバイオマス発電導

入に向けた支援を検討します。  

 

３）上記の取り組みを市のホームページ等で公表することで情報発信を行います。また ,フェー

ズ①の実施結果を踏まえ ,フェーズ②に向けた実施方針等の検討を行います。  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

国の補助金活用等による導入可能性調査 ,導入支援の検討の検討・実施  

施設導入  

フェーズ②に向けた展開方法等の検討  
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【家畜糞尿を活用したバイオマス発電施設の事例】 

 
全 国 で 家 畜

糞 尿 を 活 用 し

た バ イ オ マ ス

発 電 施 設 の 事

例 が 増 え て い

ます。  

一 例 と し て ,

「 バ イ オ マ ス

の 活 用 を め ぐ

る 状 況 」（ 農 林

水 産 省 ,令 和 ４

年 11 月）に記

載 さ れ る 北 海

道 清 水 町 で の

事 例 を 紹 介 し

ます。  

 

出 典 ）「 バ イ オ マ ス の 活 用 を め ぐ る 状 況 」（ 農 林 水 産 省 ,令 和 ４ 年 1 1 月 ）  
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【家畜から出る糞尿の量ってどのくらい？】 

家畜からの糞尿の発生量を計算するには ,排出原単位に飼育頭数を乗じることで , 

どのくらいの糞尿が発生するか計算ができます  

 

 

例えば ,乳用牛の搾乳牛 10 頭の場合  

1）ふんの排出量： 10（頭）×16.6（ t/頭 /年） =166t/年  

2）尿の排出量： 10（頭）×4.9（ t/頭 /年）＝ 49t/年  

合計： 215t/年  

となります。  
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バイオマス ６）木質バイオマスのエネルギー利用の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

 

2050 年  
 

2030 年  
 
 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1）伐採 ・搬出コストの低減により ,

エネルギー利用可能な木質バイオ

マスの生産拡大を図る  

2）製材端材の更なる有効活用の

推進  

3)資源の有効利用 ・持 続的利用

と地 域 経 済 活 性 化 のためのカス

ケード利用の推進  

【主 な方向性 】  

１）森 林の持続可能な利用に配慮

しつつ ,木材生産の増強を図る  

2 ）木 材 生 産 ,製 材 ・加 工 ,廃 棄 の

各 段 階 トータルでのエネルギー利

用率を引き上げる  

3)発 電 利 用 については ,南 薩 地

域全体での需給調整を図る  

4）熱利用についても推進する  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 25 木質バイオマスのエネルギー利用の推進におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再 エ ネ 導 入 と 中

長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

―  

 

【再エネ導入量 】  

―  

１）林道の整備や林業の機械化の推進等により ,伐採 ・搬出コストの低減を図り ,エネルギー利

用可能な木質バイオマス生産の拡大を図ります。  

 

２）製材所や加工場で発生する端材の更なる有効活用を推進します。  

 

３）木質バイオマスについて ,資源の有効利用・持続的利用と地域経済の活性化の観点から ,

木 材 生 産 か ら 製 材 ・ 加 工 ,廃 棄 に 至 る 一 連 の 流 れ を 視 野 に 入 れ たカスケード利用を推進し ま

す。  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

林道整備や林業の機械化の推進等に資する設備の導入検討  

フェーズ②に向けた実施方針等の検討  

国の補助金活用等による設備導入の検討・実施  
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カスケード利用とは ,付加価値の高い利用から低い利用へと ,資源を一回限りでなく「多段階 （カスケード）」に活

用することを指します 。木材の場合 ,製材品 ,合板 ,集成材といった利用を優先し ,そこで使えない材やそこか

ら出される残材を紙 ,木質ボード ,そして最後にエネルギーとして利用するという流れになります。このよう

に 木 材 を 無 駄 な く カ ス ケ ー ド で 利 用 す る こ と に よ っ て ,環境負荷が低く抑えられ ,各段階で経済的価値と雇用

が創出されます。  

例 え ば ,ド イ ツ で は ,現 在 木 質 バ イ オ マ ス 発 電 に お い て ,専 ら 林 地 残 材 ,工 場 残 材 ,バ ー ク ,剪 定 枝 を 燃 料 と

して利用し ,燃料費を抑えてい ます。このように ,木材カスケード利用を徹底できれば ,燃料コストの抑制に

寄与するほ か ,利用可能な燃料が大幅に増えるため ,燃料調達も容易になるとされます 。また ,残材に適切な

価 格 が つ く こ と で ,森 林 資 源 の 付 加 価 値 の 大 幅 な 底 上 げ に つ な が り ,森 林 所 有 者 や 林 業 関 係 者 に と っ て も メ

リットがあるといえます。  

 

【カスケード利用とは？】 

 

出 典 ）「 木 質 バ イ オ マ ス の エ ネ ル ギ ー 利 用 ― 現 状 と 論 点 ― 」（ 鈴 木  良 典 ） ,  

「 木 質 バ イ オ マ ス の 安 定 供 給 に 向 け た 北 海 道 の 取 組 に つ い て 」（ 北 海 道 水 産 林 務 部 林 務 局 林 業 木 材 課 ）  
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鹿児島県は県土の 64％の 58.8 万 ha が森林であり ,そのう

ち人工林は 47％の 27.6 万 ha を占めています。これら県内の

森林の年間成長量は約 250 万 m 3 で ,木材生産量は 2003 年度

には 38.8 万 m 3 でしたが ,2017 年度には 111.8 万 m 3 と大幅に

増えています。用途別割合については ,製材用が 55％ ,チップ

用が 15％ ,燃料用が 30％となっています。  

表 26

表 26
所 在 地 発 電 出 力 燃 料

薩 摩 川 内 市 23,700kW 未 利 用 木 材 ,約 30 万 t

鹿 児 島 市 800kW 住 宅 解 体 廃 材

霧 島 市 5,600kW 未 利 用 木 材 ,約 ６ 万 t

鹿 児 島 市 49,000kW PKS（ ヤ シ 殻 ） ,未 利 用 木 材 ,約 ５ 万 t

枕 崎 市 1,980kW バ ー ク ,未 利 用 木 材 ,約 ２ 万 t

 

【鹿児島県内における木質バイオマスのエネルギー利用】 

 

                                  出 典 ）「 鹿 児 島 に お け る 木 質 バ イ オ マ ス の 利 活 用 」（ 寺 岡  行 雄 ） ,  

「 木 質 バ イ オ マ ス 熱 利 用 ・ 熱 電 併 給 事 例 集 第 2 版 」（ 林 野 庁  ⽊ 材 利 ⽤ 課 ）  
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その他  ７)電力小売り事業等による電力の脱炭素化に向けた取り組み  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

2050 年  

2030 年  
目標 ：1,015kW 導入  

 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1）企 業との協業等による CO2 フ

リープランの促進に向けた検討  

２）卒 FIT 電源の活用方針の検

討  

3)アグリゲーターによる電力の効

率的な運用に向けた検討  

4）広報等による普及啓発の実施  

【主 な方向性 】  

１ ）CO 2 フリープランの継 続 的 な

活 用 ,新 規 契 約 の促 進 に向 けた

普及啓発  

2)卒 FIT 電源の更なる活用  

3)アグリゲーターによる域内電力

需 要 ,発 電 量 の効 率 的 な運 用 の

実施  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 27 電力小売り事業等による電力の脱炭素化に向けた取り組みにおけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導 入 を見 据 えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

7,378 トン CO2  

 

【再エネ導入量 】  

1,015kW  

１）公共施設 ,住宅 ,事業所等 CO2 フリープランの契約を促進することで ,電力消費に伴う CO 2

排出量を削減します。  

な お ,公 共 施 設 に つ い て は ,屋 根 置 き 太 陽 光 発 電 を 並 行 し て 検 討 す る こ と で ,ま ず は 自 家

消費割合を高めます。  

２） 2012 年の FIT 制度（固定価格買取制度）が始まってから 10 年以上が経過しています

が ,10kW 未満の太陽光発電の買取期間は 10 年であり ,今後 ,卒 FIT 電源が増えていくことが

想定されます。この卒 FIT 電源を地域の電源として考え ,電力の地産地消に向けた取り組み

を進めます。なお ,フェーズ②の 2030 年以降は ,10kW 未満の太陽光発電だけでなく ,10kW 以

上 の 太 陽 光 発 電 等 の 買 取 期 間 も 満 了 を 迎 え る こ と か ら ,フ ェ ー ズ ① の 結 果 を 踏 ま え た よ り

規模の大きい施設での卒 FIT 電源の活用を検討します。  

３）今後アグリゲーターによるアグリゲーション・ビジネスの展開が想定されます。既存企業との

協 業 等 に よ り地域の電力需要量 ,発電電力量の調整を 行 い ,電力の効率的な活用を 進 め る と

ともに ,再生可能エネルギーの最大限の導入を検討します。  

４）広報誌等により 上記取り組みについて普及啓発を行い ,市民や事業所等幅広い関係者の

参画を促します。  

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

公共施設や住宅 ,企業等における CO 2 フリープランへの切り替え促進  

卒 FIT 電源の活用に向けた取り組みの検討  

アグリゲーターによる電力の効率的な活用に向けた検討  

広報誌等による取り組みの普及啓発  
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【再生可能エネルギーの電力調達方法について】  

 再生可能エネルギーの電力を調達する方法の一つとして ,小売電気事業者が提供する  

「再エネ電力メニュー」を購入する方法が挙げられます。  

「第 6 次エネルギー基本計画」（経済産業省 ,令和３年 10 月）では ,再生可能エネルギーについて「Ｓ（ Safty 

安全性）＋３Ｅ（ Energy Security 自給率 ,Economic Efficiency 経済効率性 ,Environment 環境適合）」を

大前提に ,再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し ,再生可能エネルギーに最優先の原則で取り組み ,国民

負  

 

出 典 ）「 気 候 変 動 時 代 に 公 的 機 関 が で

き る こ と ～「 再 エ ネ 1 0 0％ 」へ の 挑 戦

～ 」（ 環 境 省 ）  

南 九 州 市 に お い て も 再 生

可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 に 向

け て 今 後 検 討 を 続 け て い き

ま す が ,設 備 や 敷 地 等 の 関 係

か ら ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を

導 入 す る こ と が 困 難 な 場 合

は ,「再 エネ電力メニュー」を購

入することで ,電力の使用に伴

う温室効果ガス排出の削減に

つながります。  

 

 

負 担 の 抑 制 と 地 域 と の 共 生

を 図 り な が ら 最 大 限 の 導 入

を 促 す 。」 こ と が 述 べ ら れ て

います。  
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電力は需要量と供給量を一致させる必要がありますが ,これ まで はそ の役 割を 大規 模な 発電 所等 が担 ってい

ました。一方で ,今後は小規模な発電所が各地に増えていくことが想定されますが ,その場合でも ,需要量と供給

量を一致させる必要があります。そこで ,電力を消費する需要家のエネルギーリソースを束ね ,電力の需要と

供 給 の バ ラ ン ス コ ン ト ロ ー ル や 各 需 要 家 の エ ネ ル ギ ー リ ソ ー ス の 最 大 限 の 活 用 に 取 り 組 む 事 業 者 の こ とを

「アグリゲーター」もしくは 「特定卸供給事業者 」と呼びます。  

 

【アグリゲーターとは？】 

 

太 陽 光 や風 力 といった再 生 可 能

エネルギーは天候によって発電量が

左右されますが ,供給量が需要量を

上 回 る よ う な と き は ,ア グ リ ゲ ー

タ ー が 需 要 家 へ 指 令 を 出 し ,蓄 電

池への充 電や 工場 の稼働 増加等需

要量を増 加さ せる よう働 きかけま

す。逆に 需要 量が 供給量 を上回る

よ う な と き は ,省 エ ネ 等 に よ っ て

需要量を 減ら すよ う指令 を出しま

す。  

こ の よ う な要請に応 じた需要家

はアグリゲーターを通 じて報 酬 を得

ることが可能となります。  

 出 典 ）「 電 力 の 需 給 バ ラ ン ス を 調 整 す る 司 令 塔 「 ア グ リ ゲ ー タ ー 」 と は ？ 」（ 経 済 産 業 省 ）  
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その他  ８)地域と共存可能な電源の開発に向けた検討  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2024 年  
 

2050 年  

2030 年  
 

 

2040 年  
 

【フェーズ①】  

再エネ導入と中長期的な  

導入を見据えた土台作り  

【フェーズ②】  

更なる再エネ導入と  

実証技術の社会実装検討  

【フェーズ③】  

ゼロカーボンシティ達成に向け  

残された課題への取り組み  

【主 な方向性 】  

1 ）ゾーニングの実 施 による ,再 生

可能エネルギー導入において保全

すべき地 域 や事 業 に適 した地 域

等の整理  

【主 な方向性 】  

１）ゾーニング結果を踏まえた再生

可能エネルギー事業の推進  

【主 な方向性 】  

1)2040 年 までの取 り組 みを踏

まえた ,2050 年ゼロカーボンシテ

ィ達 成 に向 け残 された課 題 への

取り組み  
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表 28 地域と共存可能な電源の開発に向けた検討におけるフェーズ①の取り組み  

【フェーズ①】  

再エネ導入と  

中長期的な  

導入を見据えた

土台作り  

 

【CO2 削減量 】  

―  
 

【再エネ導入量 】  

―  

１）再生 可能エ ネ ルギーで 発電し た 電力をほ かの場 所 に送る場 合 ,自 営 線や送電 線が使 われ

ますが ,送電線を使用する場合には ,送電系統の空き容量を考慮する必要があります。九州南部

の送電系統は空き容量が無く,平常時出力制御が発生する可能性のある系統となっており ,現時

点で大規 模な電 源 の導入は 難しい 状 況と考え られま す が ,現在 国等に よ り基幹系 統の混 雑解

消に向けた検討が進められています。  

フ ェ ー ズ ② で の 更 な る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 導 入 に 向 け ,フェーズ①においてゾーニングを行

い,再生可能エネルギー導入にあたり ,保全すべき場所や事業の可能性がある場所等の整理を

進めます。  

 

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

       

 

ゾーニングの実施  

区域施策編へのゾーニング結果の反映  

ゾーニング結果を踏まえた再生可能エネルギー事業の推進検討  
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【地域脱炭素化促進事業制度について】 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）の改正 により 「地域脱炭素化促進事業制度 」が設けられまし

た。地域脱炭素化促進事業は , 

①地域脱炭素化促進施設の整備  

②地域の脱炭素化のための取り組み  

③地域の環境の保全のための取り組み  

④地域の経済及び社会の持続的発展に資する取り組み 

の 4 つに分けられ ,地域脱炭素化促進事業に認定されると許認可手続きのワンストップ化等のメリットが受

けられます。市町村は地方公共団体実行計画（区域施策編）を定めている場合において 地域脱炭素化促進事

業の促進に関する事項として ,「促進区域」,「地域の環境の保全のための取組」,「地域の経済及び社会の持

続的発展に資する取り組み」等を定めるよう努めることとされています。  

 

 

「再エネ電力メニュー」  

を購入する方法が挙げられます。  

「第 6 次エネルギー基本計画」（令和 3 年 10 月 ,経済産業省）では ,再生可能エネルギーについて「Ｓ＋３Ｅ

を大前提に ,再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し ,再生可能エネルギーに最優先の原則で取り組み ,国

民負担の抑制と地域との共生を図りながら最大限の導入を促す。」ことが述べられています。  

 

促進区域設定の流れ  

出 典 ）「 地 域 脱 炭 素 の た め の 促 進 区 域 設

定 等 に 向 け た ハ ン ド ブ ッ ク （ 第 1 版 ）」

（ 環 境 省 ）  
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【広域型ゾーニング】 

促 進 区 域 の 主 な 抽 出 方 法 と し て ,「広 域型ゾーニング」, 「地区 ・街区指定型 」,「公有地 ・公共施設活用型 」, 「事

業提案型 」の 4 つがあります。ここでは ,参考として「広域型ゾーニング」に該当する新潟市で取り組まれた

太陽光発電及び風力発電に対して行われたゾーニングの事例を紹介します。  

出 典 ）「 地 域 脱 炭 素 の た め の 促 進 区

域 設 定 等 に 向 け た ハ ン ド ブ ッ ク

（ 第 1 版 ）」（ 環 境 省 ）  
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８  計画の推進体制 ・進捗管理  

表 29 （仮称）南九州市地球温暖化対策委員会  

実行（Do） 
事業，施策，取り組みの実施  

計画（Plan） 
南九州市再生可能  

エネルギー導入ロードマップ  

見直し（Action） 
事業，施策，取り組みの改善  

ロードマップの見直し  

点検・評価（Check） 
ロードマップの進捗状況の

把握・点検・評価  
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９  資料編  

（１）  用語解説  

➢  温室効果ガス  

 

➢  カーボンニュートラル  

➢  再生可能エネルギー  

 

➢  自家消費型太陽光発電  

 

 

➢  賦存量  

 

➢  再生可能エネルギーのポテンシャル  

 
1  エ ネ ル ギ ー 供 給 事 業 者 に よ る 非 化 石 エ ネ ル ギ ー 源 の 利 用 及 び 化 石 エ ネ ル ギ ー 原 料 の 有 効

な 利 用 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 21 年 法 律 第 72 号 ）  
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➢  PPA モデル  

 

➢  パリ協定  



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ  

～2050 年ゼロカーボンシティに向けた取り組み～  

令和６年４月策定  
南九州市  市民生活課  

〒897-0215 鹿児島県南九州市川辺町平山 3234 番地  

TEL：0993-56-1111 FAX：0993-56-1144 

 

※本ロードマップは（一社 ）地域循環共生社会連携協会から交付された環境省  

補助事業である令和３年度 （補正予算 ）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補

助金 （地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援

事業 ）により作成しました。  

 


